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Ⅰ．総則 

１．本対策業務計画の目的と基本方針 

この業務計画（以下、「本計画」という。）は、新型インフルエンザ等に関して、迅速かつ適

切な対応の実施により感染拡大を可能な限り阻止し、お客様および従業員の健康被害を最

小限にとどめるとともに、鉄道事業を最優先に必要な事業を継続することで社会・経済活動

の維持に寄与することを目的とする。 

 

２．本計画の位置付け等 

（１）本計画の位置付け（文書体系） 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下、「特措法」とい

う。）第９条第１項に規定される指定地方公共機関が都道府県行動計画に基づき作成を

義務付けられている「新型インフルエンザ等対策に関する業務計画」とする。 

（２）本計画の見直し等 

①新型インフルエンザ等の流行は、必ずしも予測されたように展開するものではなく、

発生する事態も様々であると想定されることから、今後の情勢の変化等を踏まえて本

計画を適宜見直し、必要に応じて修正を加えるものとする。 

②本計画は、新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症以外の新たな呼吸器感

染症等が流行する可能性を想定しつつ、発生した新型インフルエンザ等の特性を踏

まえ、様々な状況で対応できるものとする。また、これらの特性や感染力に応じて、対

策を緩和して適用することができるものとし、その際には政府・県等の対応や沿線地

域の感染状況を注視し、臨機に対応する。 

（３）その他 

政府やその他監督官庁等が指示する対策が、本計画に定める対策を上回る場合、そ

の対策を優先する。 

 

Ⅱ．用語の定義 

この計画において使用する用語の意義は、次のとおりとする。 

 

１．新型インフルエンザ等 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下、「感染症法」という。）

第六条第七項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同法第六条第八項に規定する指

定感染症(特措法第十四条の報告に係るものに限る。)及び感染症法第六条第九項に規定

する新感染症(全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものに限る。)をいう。 

 

２．新型インフルエンザ等対策 

特措法第１５条第１項の規定により同項に規定する政府対策本部（以下、「政府対策本部」

という。）が設置されたときから第２１条第１項の規定により当該政府対策本部が廃止される

までの間において、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影
響が最小となるようにするため、国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機

関が特措法及び感染症法その他の法律の規定により実施する措置をいう。 

 

Ⅲ．実施体制 

１．危機管理体制の整備 

（１）新型インフルエンザ等対策検討会議 

海外・国内における新型インフルエンザ等の感染症が発生した場合や国内で流行する

恐れがある場合等は、政府や厚生労働省、国土交通省の計画による対応措置の具体的
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手順等を検討するとともに、必要な情報を収集、周知することにより新型インフルエンザ対

策の準備を行う。事務局は総務企画課とする。 

 

（２）新型インフルエンザ等対策本部の設置 

①社長は、政府対策本部や県対策本部が設置された場合等、状況を勘案して｢新型イ

ンフルエンザ等対策本部｣(以下｢対策本部｣という。)を設置する。 

②前項に関わらず、社長は必要があると認める場合は、対策本部を設置する。 

③対策本部では、社員の発生状況を確認すると共に必要に応じて確定した内容の広

報を行う。 

 

（３）新型インフルエンザ等対策本部の構成 

①対策本部長は、社長または社長に指名された者とする。 

②対策本部の事務局は総務企画課とし、異例事態対応規程の異例事態対策本部の

組織を準用して、産業医も加えるものとする。 
 

（４）対策本部の解散 

①対策本部長は、政府対策本部や県対策本部が廃止された場合には、対策本部を解

散する。 

②対策本部が解散された後において、新型インフルエンザ等への対応に関し協議する

必要が生じた場合には、対策検討会議において協議する。 

 

２． 関係機関との連携 

新型インフルエンザ等対策業務実施時に、連携が必要となる関係機関をリストアップし、

平時から新型インフルエンザ等発生時の連絡体制を整備する。 

 

３．連絡体制 

（１）社員の感染報告、職場における対策の実施状況等の連絡および必要な対策の実施

等の指示は、総務企画課長と各課長の間で主に行うこととする。 

（２）事務局は各職場から新型インフルエンザ等感染に関する情報を収集して、感染状況

と対策実施状況を把握するとともに、必要に応じて新型インフルエンザ等対策本部お

よび各課と連携協議の上、一般社団法人養老線管理機構他、関係先への情報共有等

を行う。 

 

Ⅳ．新型インフルエンザ等対策業務の内容及び実施方法 

１．業務の内容および人員計画 

（１）欠勤者が最大40％程度発生した場合、社員の感染予防措置を講じながら、部門ごと

に優先業務、勤務手配、他職場からの応援要員手配等を実施することにより鉄道業務

を継続する。 

（２）欠勤率が最大40％程度となることを想定して特別ダイヤ【別掲１】を作成する。 
２．情報の提供 

ホームページや駅構内および車内放送等を活用し、お客様に情報提供する。 
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Ⅴ．発生段階について 

１．本計画は、岐阜県新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき、下記に示す「発生段

階」に準じて、対策を講じる。 

 

Ⅵ．各発生段階に応じた感染対策の検討・実施 

１．準備期 

（１）教育及び訓練の実施 

①平素から国から提示される感染症に関する基本的な情報、基本的な感染対策(換

気、マスク着用等の咳エチケット、手洗い、人込みを避ける等)を、従業員周知に努

める。 

②周知した正しい「手洗い」「咳エチケット」の実施の励行 

③その他新型インフルエンザ等に関する基本的情報の提供と対策の実施 

④的確な新型インフルエンザ等対策業務の実施が可能となるように訓練の実施および

国又は地方公共団体が実施する新型インフルエンザ等対策業務についての訓練へ

参加するように努めるとともに、その他の訓練と有機的に連携させるよう配慮するもの

とする。 

（２）備蓄品の管理・徹底 

予め備えておくべき備品の種類は下記のとおりとし、総務企画課が管理・徹底する。 

①不織布マスク 

②消毒用アルコール、手指消毒液 

（３）事業継続計画における人員計画の見直し 

当社の現業部門および管理部門において、人員計画の適宜見直しを行う。 

（４）情報収集 

新型インフルエンザ等やその他感染症に関する基本的情報の有無を確認し、内閣感

染症危機管理統括庁や厚生労働省、WHOおよびその他行政機関の情報を随時把握す

ることに努める。 

 

２．初動期 

（１）情報収集・発信 

新型インフルエンザ等やその他感染症に関する特性および正確な情報を収集するとと

もに、社員や家族の感染ならびに濃厚接触者に関する対応については別途指示する。 

（２）教育 

発生段階 状態 

準備期 

（発生前の段階） 

新型インフルエンザ等の発生を覚知する以前まで 

初動期：A 

（発生初期） 

新型インフルエンザ等の発生を覚知後、政府対策本部が設置

されて基本的対処方針が定められ、実行されるまでの間 

対応期：B 
県内の発生当初において、封じ込めを念頭に対応する時期 

 

対応期：C-1 
県内で感染が拡大し、病原体の性状等に応じて対応する時期 

 

対応期：C-2 
ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期 

 

対応期：D 
流行が終息に向かい、特措法によらない基本的な感染症対策

に移行する時期 
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総務企画課から周知された情報は各職場上長が所属員に対して感染予防のため指導

および教育を実施し、感染防止に努める。 

（３）社員の感染予防対策 

①石鹸による手洗い、消毒液による手指の消毒、咳エチケット、換気等の実施 

②適宜、勤務中のマスク等の着用 

③体調管理の徹底を啓発 

（４）職場の感染予防対策 

①職場の手の触れる主な箇所を適宜消毒 

②適宜、時差出勤の実施 

③適宜、他社や他事務所への訪問・出張(国内および海外)の自粛 

④対応期に備え感染対策および感染拡大防止対策の備品を準備 

・消毒液 

・不繊維マスク 

・紫外線ライト 

・パーテーション 等 

（５）お客様に関する感染予防啓発 

①適宜、ポスターの掲出による感染防止の呼びかけを実施 

②適宜、駅構内および車内放送による感染防止の呼びかけを実施 

（６）備蓄品の配備 

総務企画課が、各職場の在庫状況等を鑑み適宜、備蓄品を配備する。 

 

３．対応期：B 

（１）まん延防止措置及び事業の継続に向けた対応 

初動期における感染予防対策及び感染予防啓発を継続するとともに、対策本部を設

置し、まん延防止のための措置及び事業継続体制を早期に確立する。 

（２）情報収集・発信 

総務企画課が、新型インフルエンザ等やその他感染症の特性等の情報公開および感

染予防と感染拡大防止策について適宜発信する。 

 

４．対応期：C-1、C-2 

（１）事業継続体制 

各職場において感染者や濃厚接触者が増加し、欠勤率が段階的に増加、あるいは最

大40％程度となり、通常の事業継続が困難になる場合、特措法に基づく旅客の運送を適

切に実施させるため、事業継続体制を参考にして、事業を継続する。 

（２）特別ダイヤによる輸送の確保 

各職場において感染者や濃厚接触者が増加し、欠勤率が段階的に増加、あるいは最

大40％程度となり、通常の事業継続が困難になる場合、特措法に基づく旅客の輸送を適

切に実施させるため、特別ダイヤ【別掲１】を参考にして、輸送を確保する。 

（３）社員の感染予防および感染拡大防止対策 

①石鹸による手洗い、消毒液による手指の消毒、咳エチケットの確実な実施を指示 

②通勤および勤務中のマスク等の着用を指示 

③体調管理の徹底を啓発 

④毎日出勤前の検温 

⑤換気の悪い密閉空間を避ける 

⑥多数が集まる密集場所を避ける 

⑦間近で会話や発声する密接場所を避ける（３密を分断） 
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⑧会食の禁止 

（４）職場の感染予防および感染拡大防止対策 

①職場において手の触れる主な箇所を毎日消毒 

②時差出勤を実施 

③他社や他事務所への訪問・出張(国内および海外)の禁止 

④職場上長は社員の出勤時に所属員および同居家族の体調確認を実施 

⑤飛沫感染防止として、出勤カウンターにビニールシート等の設置 

⑥就寝方の工夫（大部屋の寝室に仕切り設置、布団の位置をなるべく離す等） 

⑦シーツ交換の頻度増加 

⑧初動期に準備した感染対策および感染拡大防止対策の備品を配備 

・消毒液 

・不繊維マスク 

・紫外線ライト 

・パーテーション 等 

（６）お客様に関する感染予防および感染拡大防止対策 

①ホームページや駅構内および車内放送等を活用し、お客様に感染防止の呼びかけ

を実施 

②飛沫感染防止として、改札窓口にビニールシートなどの設置 

③駅構内、車両の換気 

・気温や天候を考慮のうえ、適宜、駅構内の窓や待合室の開放、列車の窓開けを行

う。 

・適宜、駅喫煙スペース閉鎖。 

④混雑の緩和 

・当社ホームページ等で、時差出勤や在宅勤務の協力依頼を実施。 

⑤マスク着用の協力依頼 

・必要に応じ駅構内および車内放送、当社ホームページ等でマスクの着用や会話を

控えめにすることへの協力依頼を実施。 

（７）その他の感染対策 

①駅構内の階段手すり、エレベーターの手すりや押しボタン、お客様トイレの扉ハンド

ルや流水レバー、車両のつり革、握り棒等の定期消毒を実施 

②必要に応じ、主要駅の改札付近にアルコール消毒液を設置 

③濃厚接触者および念のため処置者等の感染リスクが高い社員の注意と勤務制限 

（８）備蓄品 

総務企画課が、適宜、各職場の在庫状況等の調査を行い職場ごとで備蓄できるよう配

備 

 

５．対応期：D 

ワクチンの普及等による免疫の獲得、病原体の変異および新型インフルエンザ等への対

応力が一定水準を上回ることにより特措法によらない基本的な感染症対策に移行する。 

  

６．その他 

（１）特定接種 

①新型インフルエンザ等対策特別措置法第２８条に基づき特定接種を実施する。 

②社員のうち希望する者は接種を行う。(接種は任意とし、会社は接種を強制しない。) 

以上 
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【別掲１】 
○新型インフルエンザ等対策業務の運行計画 

欠勤率 ダイヤおよび乗務手配 

１０％程度 

  ～ 

２０％程度 

＜駅業務＞ 

信号係員の確保を優先して勤務手配する。出改札について、要員の確保が

困難な場合は窓口閉鎖等により営業を継続する。 

＜運転業務＞ 

①年休制限、休日出勤により通常運行を維持する 

②勤務手配が限界に達したとき（欠勤率２０％程度）は、助役による運転業務

の代務等により出来る限り運行を継続する。 

③これらの対策によっても勤務手配がつかず通常運行の維持が出来ないとき

は、列車を減便したダイヤによる運行に移行する。 

＜施設管理所＞ 

出勤可能人員により可能な範囲で定期検査等の必要な検査および列車無線

監視を優先し業務を実施することとし、通常の保守管理業務、不急の工事に

ついては一時中断し、延期の措置を執り、通常の管理業務を行う。 

＜車両管理所＞ 

出勤可能人員により可能な範囲で定期検査等の必要な検査を優先し業務を

実施することとし、清掃等整備業務は削減する。また、列車を減便したときは

車両運用状況に応じて一部車両を休車とすることで業務の絞込みを行う。 

４０％程度 特別ダイヤで運転する。 

・乗務員の出勤数により特発運用を行い朝ラッシュ時の輸送確保に努める。 

 

 

【別掲２】 

〇「手洗い」 

ドアノブや電車のつり革など様々なものに触れることにより、自分の手にもウイルスが付着し

ている可能性がある。外出先からの帰宅や食事前などこまめに手を行う。 

正しい手の洗い方 

①流水でよく手をぬらした後、石けんをつけ、手のひらをよくこする。 

②手の甲をのばすようにこする。 

③指先・爪の間を念入りにこする。 

④指の間を洗う。 

⑤親指と手のひらをねじり洗う。 

⑥手首も忘れずに洗う。 

 ※上記を手順通りに行い、十分に水で流したのち清潔なタオル等でよく拭き取って乾かす。 

○「咳エチケット」 

風邪等で咳やくしゃみが出るときに、他人に感染させないためのエチケットである。 

感染者がウイルスを含んだ飛沫を発することにより周囲の人に感染させないように、咳エ

チケットを徹底することが重要である。 

①咳やくしゃみの際は、ティッシュ等で口と鼻を被い、他の人から顔をそむけ、できる限り1

～2ｍ以上離れる。 

②ティッシュ等がない場合は、口を前腕部(袖口)で押さえて極力飛沫が拡散しないように

する。前腕部で押さえるのは、他の場所に触れることが少ないため、接触感染の機会を

低減することができるからである。 

③呼吸器系分泌物（鼻汁・痰等）を含んだティッシュは、すぐに蓋付きの廃棄物箱に捨て
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る。 

④咳やくしゃみをする際に押さえた手や腕は、その後直ちに洗うべきであるが、接触感染

の原因にならないよう、手を洗う前に不必要に周囲に触れないよう注意する。手を洗う

場所がないことに備えて、携行できる速乾性擦式消毒用アルコール製剤あるいはパッ

ク入りのアルコール綿を用意しておくことが推奨される。 

⑤咳をしている人にマスクの着用を積極的に促す。マスクを適切に着用することによっ

て、飛沫の拡散を防ぐことができる。 

⑥マスクの装着は説明書をよく読んで、正しく着用する。等 

以上 


